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講習内容

１．全体フロー

２．実査準備

３．実態調査

４．マスターデータ作成

５．実査後について

６．まとめ
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全体フロー

１．実査準備

２．実態調査

３．オリジナルデータおよび
マスターデータの作成

まとめ

• どのようなスケジュールで進めていくのか

• 抽出、物件作成、工程管理、広報等について
の留意点

• マスターデータ、拡大とは何か

４．実査後について
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本講習では、

実態調査の調査方法として、

「郵送による配布・回収」
（WEB回収同時実施）

を中心に説明を行います

copyright 計量計画研究所



講習３：実態調査

5

ＷＥＢ回答のメリット・デメリット

（効率的なデータ整備が可能）

✓データ入力の手間が省ける（コスト減）

✓ＷＥＢ回答中のアラート機能対応で、論理

的な回答を得る（エディティングの手間が

省ける（コスト減））

✓出発地・到着地等を地図上に回答できる

（回答者の記入負荷の軽減、調査員による

コーディングミスの軽減）

（回答者属性に偏り）

✓高齢者の回答率は低い
copyright 計量計画研究所
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１．実査準備

調査体制（協議会、実施体制等）と調査方針を決める

⇒立案する交通計画、提案する政策等を見据え、
関係機関を含む調査体制とすることが望ましい

⇒調査方針として下記事項を確定
●計画課題に対応した実態調査体系
●調査対象地域、ゾーン区分
●調査票
●ＰＲの方法
●個人情報保護方針

①調査体制の確立と調査方針
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②実査年のスケジュール  
作業項目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

実施体制の設立             

実施体系の確定             

個人情報保護 

方針の確定 
            

調査票の作成             

調査対象者 

名簿の作成 
            

広報活動             

その他調査 

物件作成 
            

交通実態調査             

付帯調査等 
            実

態
調
査 

スクリーン 

ライン調査 

            

回収調査票の 

チェック、修正 

            

拡大方法及び 

拡大係数設定 

            

マスターファイル 

作成 

            

総務省との協議             

設計 印刷 総務省手続き 

事前調査 抽出作業 
要領作成 
 

方法の検討 
 

物件作成 ＰＲの実施 

設計 印刷 

全体計画の検討 マニュアル作成 調査員募集・研修 実態調査 

全体計画の検討 
実態調査 

調査準備 

調査員 
募集・研修 

 
 

調査員 
募集・研修 

実態調査 

コーディング・エディティング・マシンチェックの準備 
コーディング 

エディティング 

整理・分析 

データ入力・ 

チェック・修正 

拡大方法検討 
拡大係数 
設定・拡大 

マスターデータ 
  の作成 

準備 申請 協議 

抽出 

調査準備 

名簿作成 

整理・分析 

行政側が中心となって行う作業・検討
受託コンサルタントが行う作業

事前手続き
●体制の確立や
●市町村、広報等の調整等

実査物件の作成

実態調査

データ整備

事前調整

マニュアルの準備
物件の準備

回収票の処理状況の把握
個人情報の破棄、返還

copyright 計量計画研究所



講習３：実態調査

8

ＷＥＢ回収システムは、

✓ＷＥＢ回収設計に少なくとも２ケ月は
みること

（抜本的改良の場合は、前年度から）

✓（簡易でも）プレ調査を行うこと
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講習３：実態調査

9

２．実態調査 解説書
164頁

① 調査対象者の抽出

③ 広 報

② 実態調査と工程管理

・交通実態調査の方法
・実施日程の組み方
・実態調査体制
・調査物件
・実態調査工程管理
・調査票の点検・整理
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① 調査対象者の抽出

抽出作業設計

住民基本台帳等から、調査対象者を抽出

✓抽出方法：無作為系統抽出法が基本

✓抽出単位：世帯単位

✓抽出項目：世帯主名
現住所
世帯構成員の性・生年月日（年齢）

※世帯主名、現住所は、調査物件の郵送に必要
※生年月日（または年齢）は、調査票の枚数の設定に活用

昨今は、個人情報保護に関して基礎自治体ごとに対応が異な
る場合があるため、調整に時間が必要となることに留意

copyright 計量計画研究所
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抽出作業項目とスケジュールの例

６月まで：抽出方法の設定

具体的な方法を各市町村と最終調整

※前年度における調整を踏まえた最終調整

市町村に依頼する事項はまとめてお願いする

７月～ ：抽出要領・依頼文書等の作成

：抽出作業

８月 ：調査対象者名簿の作成

copyright 計量計画研究所
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調査対象者名簿の例

✓ 世帯主名

✓ 世帯人数（５歳以上）

✓ 郵便番号・住所

✓ 整理番号（ゾーン番号含む）

✓ ロット番号

✓ 発送日（調査票、お礼・督促状）

✓ ＷＥＢ回答用のパスワード

郵送調査（ＷＥＢ回収同時）に、以下のような項目を整理

←ＷＥＢ回収では必要

copyright 計量計画研究所
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(1)個人情報の取り扱いに関する留意事項
○移動 ： 手渡し・配達記録が確認できる手段による
○取扱 ： セキュリティ管理された部屋で扱う
○保管 ： 施錠できる場所に保管する（ＰＣはパスワード設定）

(2)返還または廃棄に関する事項
○自治体からの提供データは、速やかに返還または廃棄

(3)目的外使用の禁止に関する事項
○目的外使用・第三者への提供を禁止
○個人情報保護に関する研修を徹底

(4)事故発生時の報告に関する事項
○紛失・漏洩等の事故発生の場合は速やかに報告、被害が
拡大しないような措置を講じる

･･･など

対象者名簿に関する個人情報保護方針の内容の例

必
ず
実
行
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●電算抽出、電子データ提供の可否
⇒電算抽出が不可で台帳閲覧の場合、閲覧時間・受け入れ
人数等の制約条件を確認すること

●外字ファイル提供の可否

●記載方法（世帯単位か、記載順など）
⇒記載方法に応じた抽出方法の変更等が必要

●申請手続きと必要書類（審査会の有無、手続き期間など）

●抽出に係る費用
⇒予算措置や費用減免の申請等を検討

市町村への事前確認
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抽出における留意点（その１）

○抽出前の設計
ＰＴは抽出数が多いため、抽出費用の増加、台帳閲覧の
場合は閲覧時間の増加、閲覧手数料が増加するので、調
整の上、設計する

○抽出結果の取り扱い
・抽出情報は「個人情報」
・紛失、漏洩等の事故が無いよう十分な対応策が必要

copyright 計量計画研究所
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抽出における留意点（その２）

○地域別世帯数・年齢別人口の収集
抽出結果が、無作為抽出であるか確認するため、抽出時
の『地域別・世帯数、性別年齢別人口』を収集しておく
⇒ゾーン単位の抽出結果（後に回収結果）のチェック

○外字の取り扱い
電算抽出された住所・氏名が、一部の文字で「文字化け」
がおき、正しく出力されないことがある
✓外字対応ファイルを入手
✓氏名のカタカナ表記を入手するもの一案

⇒外字ファイル提供が不可な場合、抽出率を上げる

copyright 計量計画研究所



講習３：実態調査

17

抽出における留意点（その３）

○予備票の抽出
回収数の偏りを回避し、目標有効回収を得るために予備
票を抽出しておく
⇒予め、「有効票」の定義を行っておくとよい

（例）有効票
✓世帯票と個人票が回収されていること
✓指定の調査日の回答となっていること
✓性・年齢が回答されていること

⇒予め、有効票（割合）を見通し、予備票を含めた抽
出数を設計
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・実査において、個人情報を扱うため、セキュリティ管理された
専用スペース（実施本部）を確保することが望ましい

（実態調査における主な作業）

○対象者名簿の作成

○調査員研修の実施

○調査対象者等からの電話応対・連絡

○調査票の点検整理

･･･など

実態調査体制（実施本部）の設置

② 実態調査と工程管理
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調査対象者への調査物件配布
ＷＥＢ回答並行式では、以下のような配布事例がある

事例１（仙台PT、山形PT等）

①調査票等の調査物件を一式郵送

②被験者が紙回答又はＷＥＢ回答を選択し、回答

事例２（北部九州PT等）

①調査協力依頼（ハガキ等）

②調査票等の調査物件を一式郵送

③被験者が紙回答又はＷＥＢ回答を選択し、回答

事例３（東京PT）

①調査協力依頼（WEB回答依頼・説明書）

②被験者がＷＥＢ回答（一定期間内）

③ＷＥＢ回答が無かった被験者に、調査物件一式郵送
copyright 計量計画研究所
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（基本物件）

①発送用封筒

②挨拶状

③調査説明資料

※配布物件や留意事項について記述した資料

※ＷＥＢ回収用のＩＤ・パスワードの通知資料

④調査票（付帯調査が行われる場合は付帯調査票も配布）

⑤調査票記入例

⑥返送用封筒

郵送調査の調査物件例（前頁の事例１）
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物件例（発送用封筒）
窓枠封筒
※個人情報管理のリスク軽減

copyright 計量計画研究所
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物件例（挨拶文）

調査日の指定
※調査日を火・水・木のいず

れかを被験者に選択させ
る例もあり

ＷＥＢ回答パスワード

差出人
当該首長名（直筆）、写真
が望ましい

Ａ４判 一枚
個人情報を１枚に集約

宛先・宛名

copyright 計量計画研究所
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物件例（調査説明文） Ａ４判（両面） 一枚
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物件例（調査票記入例 表） Ａ３判（両面） 一枚
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物件例（調査票記入例 裏）
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物件例（返信封筒） バーコード管理
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物件例（お礼兼督促ハガキ）
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物件例（ＷＥＢ画面 ①ログイン画面）

※パスワード入力でログイン
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物件例（ＷＥＢ画面 ②調査説明）

調査日指定
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物件例（ＷＥＢ画面 ③世帯票）

選択肢チェック
又は

プルダウン
による回答
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物件例（ＷＥＢ画面 ④個人票）

出発地又は到
着地を地図上
にクリック

copyright 計量計画研究所
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✓配布数が多いため、発送・電話応対等の作業が集中しない
よう、調査日は、複数設定（複数回による分散配布）

例：仙台ＰＴ（山形ＰＴ）は、３回（３ロット）＋予備

※注意：実査では、対象者によって調査日が異なる
⇒調査期間の「一日の平均的な人の動き」として捉える

✓回収期限頃に、被験者にお礼状兼督促状が届くよう送付し
注意喚起

実施日程の組み方
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○調査日の前週に調査物件を発送
○調査日の翌週を調査期限とし、督促状を発送
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→返送受取日/回答期限

返
送
率
(
%
)

第1ﾛｯﾄ 第2ﾛｯﾄ 第3ﾛｯﾄ 第4ﾛｯﾄ 第5ﾛｯﾄ 第6ﾛｯﾄ

第1ﾛｯﾄ

9月 11月10月

第2ﾛｯﾄ 第3ﾛｯﾄ 第4ﾛｯﾄ 第5ﾛｯﾄ 第6ﾛｯﾄ

＜郵送調査による複数回配布の例＞

調
査
日

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日月 火 水 木 金 土 日

返
送
期
限

督
促
状
発
送

調
査
票
発
送

月 火 水

※複数回
繰り返す

調
査
日

調
査
日

調
査
日

調
査
日

調
査
日

調
査
日

期
限

期
限

期
限

期
限

期
限

期
限

調査日の約１週間
前に発送

約１週間後
に督促
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行政側においてもチェックを実施することが望ましい
＊調査実施状況把握と全体コントロール

＊調査内容の正確性のチェック（回収調査票の抜き取り検査）

＊個人情報の管理状況

（留意点）

○回収結果は週１回程度の確認が重要

○地域別に回収率を確認し、目標に対して回収率が低く
なりそうな場合には予備票の投入を検討・判断

実態調査工程管理

（回収率、苦情等のチェック）
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実態調査工程管理上のポイント

①予備票投入
・回収率が低い地域又は全域への投入

②再督促状発送
・予備票の余裕がない状況等において、発送先に再度

督促状発送（ハガキ・封書）

③追加抽出

回収率が低い場合の対応
・調査期間内の回収に向け、第１ロット等、早い段階
の回収状況で判断

・第２、３ロットの回収は（経験的に）低くなる（こ
とも想定し判断）

copyright 計量計画研究所
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＜広報の目的＞

○調査の意義・目的を理解してもらい､都市交通問題に対す
る認識を深めてもらい、協力を得て回収率を高める

＜広報期間＞

○実態調査年度の当初から広報を開始（ＨＰ、ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ）

○実態調査の１ヶ月前から実査期間中は集中的に広報

＜広報媒体＞

①調査依頼状（お願いハガキ） ⑤テレビ・ラジオ

②市町村等広報誌 ⑥新聞

③ポスター ⑦ニューズレター

④ホームページ ※首長による街頭ＰＲ

③ 広報 解説書
185頁
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広報の事例
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行政向けの広報（問い合わせ対応）

調査対象者

サポートセンター

担当課

庁内（大代表） 他関係機関

調査対象者からは、調査主体以外にも問い合わせがいくことも
想定される

問い合わせ先別の対応の徹底、周知が必要
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対象者からの問い合わせ内容の分類 割合％

調査に協力できない 28

調査票の設問について 27

回答全般に係る問い合わせ（締切後など） 11

協力しなければならないか 8

調査票追加発送の依頼 6

調査主旨の確認 4

調査主体の確認 4

調査対象者の設定について 3

プライバシー確保の確認 1

行政一般 1

＜問い合わせ内容の例＞
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３．オリジナルデータ及び
マスターデータの作成

オリジナルデータとマスターデータ

○オリジナルデータ
・回収された調査票情報を点検・数値化し、

入力、エラーチェックしたデータ
・サンプルデータ

○マスターデータ
・トリップ総数を得るために、オリジナル

データ（サンプル）に重み（拡大係数）
を付与したもの

copyright 計量計画研究所
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世帯票

回収調査票 オリジナル
データ

マスター
データ

個人票

世帯票

個人票

（トリップ）
マスター
データ

拡大係数

情報付加

※数値の羅列※紙の記入情報等 ※数値の羅列

点検
数値化
ｴﾗｰﾁｪｯｸ

（一部）
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データ作成に向けた点検・数値化の手順

回収済調査票

バッチ作成

エディティング

コーディング

データ入力

データチェック

エラー修正

オリジナルデータ

・調査票を束ねる

・調査票の内容（記入漏れ、論理的矛盾等）を
点検、修正する

・住所、鉄道駅、バス停名称等数字以外の
記入項目のコーディング（数値化）

・調査票からデータ入力（パンチ）を行う

・入力前の検査漏れ、入力時のミスパンチを
電算機でチェックする

・エラーリストを修正し、再入力する
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エディティング・コーディングの留意事項

・マニュアル作成の上、作業者向けの研修
を行って実施すること

・二人体制等、複数人からチェックを行う
体制とすること
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拡大係数の設定
整備されたオリジナルデータ（サンプル）について、都市
圏全体の数値となるよう、サンプルの拡大係数（重み）を
設定

方法１
母数を地域別性年齢別夜間人口とし、拡大係数を設定

※回収サンプルは、地域・性・年齢ごとに回収率が異なるため、
地域や性年齢のバランスを補正する

方法２
母数を地域別性年齢別夜間人口、地域別産業別従業人口、
地域別生徒学生人口等、複数とし、拡大係数を設定

※回収サンプルは、居住地の地域別性年齢だけでなく、勤務先・
通学先のバランスも補正

copyright 計量計画研究所
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拡大係数のイメージ（方法１）

A地域の
20～25歳の人口 ・・・600人

・・・30人

拡大係数 ＝ 600人÷30人 ＝ 20

※拡大係数20とは、1サンプルを拡大後に20人分として
扱うことである

Ａ地域の
20～25歳の回収数

母数
（夜間人口）

回収
サンプル数
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４．実査後について

回収調査票について
・保管するか、廃棄するか
・保管する場合、紙のまま保管するか、電子デー

タに変換して保管するか
・個人情報に準じるため十分な注意が必要

オリジナルデータ、マスターデータ管理
・氏名・住所の直接的な入力はなくとも、調査票

情報として、取扱いは十分な注意が必要

copyright 計量計画研究所
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実態調査のまとめ

○抽出の段取り・調整を事前に行い、抽出作業を速やか
に行うこと

○予備票を十分に確保しておく

○回収率が低い場合を想定した対応、工程管理が重要

○郵送調査は、回収調査票チェックが重要

○マスターデータを含め、調査票情報について十分気を
付けて取扱うこと

copyright 計量計画研究所
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